
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）

（単位：千円）

団体名　　河合町 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

2,656,995 1,486,355 333,515 4,476,865

１．一般会計等の財政状況
（単位：千円）

一般会計 6,223,505 6,196,029 27,476 26,661 8,062 11,645,439

生活資金貸付事業特別会計 255 5,158 △ 4,903 △ 4,903 － －

住宅新築資金等貸付事業特別会計 32,359 31,627 732 732 － 83,415

水洗便所改造資金貸付事業特別会計 3,660 1,810 1,850 1,850 － －

一般会計等 6,251,717 6,226,562 25,155 24,340 11,728,854

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：千円）

国民健康保険特別会計 2,104,028 1,922,401 181,627 181,627 105,511 － －

下水道事業特別会計 715,360 714,343 1,017 1,017 307,000 5,756,316 3,263,831

老人保健特別会計 4,630 9,935 △ 5,305 △ 5,305 426 － －

介護保険特別会計（保険事業勘定） 1,181,986 1,150,201 31,785 31,785 162,796 － －

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 44,196 52,041 △ 7,845 △ 7,845 10,363 96,110 －

後期高齢者医療制度特別会計 225,845 224,231 1,614 1,614 51,463 － －

水道事業会計 577,465 631,361 53,896 186,663 4,647 604,745 400,000 法適用

公営企業会計等　計 387,942 6,457,171 3,663,831

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：千円）

老人福祉施設三室園組合 370,719 335,514 35,205 35,205 3,500 － －

老人福祉施設三室園組合　三室園（指定介護老人福祉施設） 192,037 192,030 154 154 23,882 － －

老人福祉施設三室園組合　三室園（老人短期入所施設） 21,755 21,755 － － － － －

老人福祉施設三室園組合　三室園（老人デイサービスセンター） － － － － － － －

老人福祉施設三室園組合　あくなみ苑（指定介護老人福祉施設） 253,723 253,894 153 153 56,048 613,038 85,212

老人福祉施設三室園組合　あくなみ苑（老人短期入所施設） 115,164 115,164 － － 38,694 － －

老人福祉施設三室園組合　あくなみ苑（老人デイサービスセンター） 45,655 45,655 － － 16,148 － －

奈良県葛城地区清掃事務組合 2,188,561 2,157,786 30,775 30,775 143,539 5,116,122 322,827

奈良県市町村総合事務組合 5,250,557 5,228,380 22,177 22,177 1,897,000 － －

西和衛生試験センター組合 84,518 78,235 6,283 6,283 － 25,132 3,493

西和消防組合 1,729,972 1,690,110 39,862 39,862 145,000 105,021 14,178

王寺周辺広域休日応急診療施設組合 171,792 160,536 11,256 11,256 10,000 385,352 48,169

王寺周辺広域休日応急診療施設組合（指定訪問看護ステーション） 50,901 46,645 24,518 24,518 － 66,850 －

静香苑環境施設組合 272,733 267,125 5,608 5,608 － 2,484,896 768,951

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 756,497 740,633 15,864 15,864 － － －

奈良県後期高齢者医療広域連合 2,464,447 2,440,702 23,745 23,745 793,292 － －

一部事務組合等　計 215,600 8,796,411 1,242,830
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：千円）

河合町土地開発公社 8,786 △ 1,948,166 5,000 78,650 - 2,975,700 1,974,500 1,948,166

地方公社・第三セクター等　計 5,000 78,650 - 2,975,700 1,974,500 1,948,166

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：千円）

充当可能基金名
平成20年度
決算　A

平成21年度
決算　B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 406,617 408,045 1,428

減 債 基 金 12,072 12,144 72

その他充当可能基金 153,703 213,282 59,579

充当可能基金 計 572,392 633,471 61,079

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成20年度
決算　A

平成21年度
決算　B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算　A

平成21年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 1.54 0.54 △ 1.00 △ 15.00 △ 20.00 38.7 32.4 △ 6.3

連結実質赤字比率 9.30 9.24 △ 0.06 △ 20.00 △ 40.00 0.7 0.5 △ 0.2

実質公債費比率 14.3 17.1 2.8 △ 25.0 △ 35.0

将 来 負 担 比 率 279.4 271.8 △ 7.6 △ 350.0

財 政 力 指 数 0.56 0.57 △ 0.01

経 常 収 支 比 率 100.8 101.0 0.2

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。
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